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はじめに

岐阜県では、地方自治体の重要な財源である地方税の徴収確保を目的と

して、平成 16 年度に県と市町村の協働組織である「岐阜県公平な納税を

進める協議会」を設立し、県と県内市町村の連携による協働体制の確立と

税収確保対策の実効性を高めるための取組を実施してきた。

平成 21 年度には、県内すべての市町村を構成員とすることで県と市町

村の連携を強化した「ぎふ税収確保対策協議会」を設立し、地方税徴収確

保の取組を一層推進させることとした。その取組の一つに個人住民税の特

別徴収を位置づけ、ぎふ税収確保対策協議会において、平成 23 年５月課

税分から県内全市町村一斉で特別徴収義務者の指定を実施することで合

意し、対象事業所への訪問、文書送付や税理士への働きかけなどに取り組

んできた。

特別徴収義務者の指定に関する「指定に関するガイドライン（取組基

準）」も当初は 10 名以上の事業所を対象として定めたが、年々ガイドラ

イン（取組基準）を改めてその対象範囲を拡大し、特別徴収の運用拡大に

取り組んできたところである。その結果、個人住民税特別徴収の実施割合

が向上し、また、個人の県民税及び市町村民税の徴収率も伸び、加えて、

滞納額が大きく縮減されてきた。

このぎふ税収確保対策協議会では、引き続きこれまでの個人住民税特別

徴収の運用拡大の取組（特別徴収義務者指定の取組）を継承しつつ、法令

遵守の徹底と安定的な税収の確保を大綱に、効果的かつ効率的な対策を実

施して、個人住民税の特別徴収実施の徹底に取り組むため、「個人住民税

特別徴収完全実施を目標としたアクションプラン」を策定するものである。
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Ⅰ 現状と課題

１ 本県における収入未済額の現状

(1) 市町村税の収入未済額の現状

市町村財政において自主財源の中心となる市町村税は、主に市町村

民税（個人分および法人分）、固定資産税、軽自動車税などで構成さ

れている。岐阜県内市町村の市町村税の調定額は、近年ほぼ横ばいか

ら逓減傾向となっていたが、平成 23 年度では若干増加している。

現年課税分の徴収率（次ページのグラフ）は、市町村税全体で平成

22 年度にかけて低下していたが、平成 23 年度には徴収率が上昇した。

個人の市町村民税も平成 21 年度にかけて大きく低下したが、平成 22

年度からは２年連続で個人の市町村民税の徴収率が上昇している。

市町村税の調定額の推移（現年課税）
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市町村税の現年課税分の収入未済額は、平成 20 年度までは市町村税

全体の滞納残高が増加傾向にあり、中でも個人の市町村民税が全体の収

入未済額の増加を上回る割合で増加し、平成 21 年度から減少に転じて

いる。特に個人の市町村民税の収入未済額については、平成 21 年度に

若干減少したのち、平成 22 年度には前年比で約３割縮減させるなど３

年続けて減少しており、各市町村において徴収に努力している結果が伺

える。
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市町村税の現年及び滞納繰越分を合わせた収入未済額は、個人の市

町村民税を含みおおむね 260 億円程度で推移していたが、平成 23 年度

には 243 億円まで減少している。平成 19 年度以降に収入未済額の総額

が増加した要因は、税源移譲後の個人の市町村民税の収入未済額が増

加した分であるといえる。

○個人の市町村民税

個人の市町村民税は、表①によると現年度課税分の調定額が平成 19 年度

に大幅に増加したが、平成 21 年度から調定額は減少傾向にある。滞納繰越

分の調定額は平成20年度から増加し続けていたが平成23年度に減少した。

表②の徴収率では、現年課税分及び滞納繰越分とも各年度で増減の変動

があるが、現年課税分と滞納繰越分の合計（現・滞計）で、平成 20 年度以

降年々下がっていた徴収率が平成 23 年度で上昇した。

表① 個人の市町村民税の調定額の推移 （単位：百万円）

H18 H19 H20 H21 H22 H23

現年度課税分 87,967 109,168 111,699 109,060 97,414 95,622

滞納繰越分 6,651 6,560 7,518 8,445 8,951 8,509

現・滞計 94,618 115,728 119,217 117,505 106,365 104,131

出典：地方財政状況調査【岐阜県総合企画部市町村課調査】

市町村税の収入未済額の推移（現年課税・滞納繰越合計）
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表② 個人の市町村民税の徴収率の推移 （単位：％）

H18 H19 H20 H21 H22 H23

現年課税分 97.9 97.3 97.2 97.2 97.8 98.0

滞納繰越分 19.3 20.7 22.0 21.8 21.2 22.0

現・滞計 92.4 93.0 92.4 91.8 91.4 91.8

出典：地方財政状況調査【岐阜県総合企画部市町村課調査】

(2) 県税の収入未済額の状況

本県において県税は自主財源の中で最も大きな割合を占めており、

県の事業を進めていく上で重要な財源となっているが、個人県民税は

そのうち約３分の１を占めている。

また、個人県民税の収入未済額は全体の約７０％を占めているが、

県税全体の収入未済額の増減にかかわらず、県税収入未済額における

個人県民税収入未済額の割合は増加している。

２ 所得税から個人住民税への税源移譲

所得税から個人住民税への３兆円の税源移譲が実施された平成 19 年

度以降、地方税の滞納残高は増加傾向にあり、地方税全体の滞納残高に

占める割合は、平成 23 年度決算ベースで 51.7％にも上っている（道府

県税の収入未済額の推移
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県税：71.3％、市町村税：43.7％）。

滞納額が増加する要因として、個人住民税の普通徴収による徴収率の

低下が指摘されており、その対策として各自治体とも特別徴収義務者

（給与支払者）による特別徴収制度の適切な実施が大きな課題となって

いる。

(1) 三位一体の改革における税源移譲

国税の所得税から地方税の個人住民税への税源移譲では、所得税

はこれまで４段階であった超過累進課税が６段階とされた。個人住

民税は税率区分が３段階であったが、税源移譲を機に一律 10％に改

める「フラット化」が導入された。

【税源移譲前後の税率区分】

税源移譲前 Ｈ19 税源移譲後

[適用課税所得] [税率] [適用課税所得] [税率]

195 万円以下 5％
330 万円以下 10％

330 万円以下 10％

695 万円以下 20％
900 万円以下 20％

900 万円以下 23％

1,800 万円以下 30％ 1,800 万円以下 33％

所得税

1,800 万円超 37％ 1,800 万円超 40％

200 万円以下 5％

700 万円以下 10％
個 人

住民税
700 万円超 13％

一律 10％

(2) 税率変更に伴う滞納事案の少額化、滞納人員の増加

税源移譲によって、所得税は低所得者の税率を下げ、個人住民税は

低所得者の税率を上げる内容となっている。この変更により、個人住

民税における低所得者層の税額の割合が増加したという。これにより、

個人住民税の滞納の傾向としては、個人住民税の課税額が上がった層

のうち個人住民税が５％から 10％へ、所得税が 10％から５％へ逆転す

る、年間 200 万円以下の課税所得者層の少額滞納が顕著に増加したも

のと考えられる。
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３ 県と市町村とが連携した徴収対策

県と市町村との協働体制を確立し、税収確保の実効性を高めることを

目的として、平成 16 年４月に県と地区（圏域）の税務担当部課長で構成

する「岐阜県公平な納税を進める協議会」を設立し、税収確保に関する

連携を行ってきた。

平成 21 年度からは、「岐阜県公平な納税を進める協議会」を強化・発

展させた「ぎふ税収確保対策協議会」を設置して毎年度取組方針を策定

し、事業計画に基づいて個人住民税をはじめとした徴収確保対策に全県

的に取り組んでいる。

【主な事業内容】

１ 個人住民税の特別徴収の徹底

２ 現年度課税の滞納分にかかる滞納整理の徹底

３ 県と市町村の協働による個人住民税の直接徴収（地方税法第 48 条関

係）

４ 納税相談の推進

(1) 納税相談窓口の広報

(2) 多重債務者支援の取組

５ 研修事業（徴収事務研修会）

６ その他の協働事業

(1) 税収確保対策の取組に関する情報共有

(2) 相互併任制度の実施（県税職員、市町村職員が双方の身分で滞納

整理）

(3) 合同公売の実施（不動産、せり売りによる合同公売（動産）)

４ 個人住民税の特別徴収

県と市町村の税収入に大きなウエイトを占める個人住民税の徴収確保

について、平成 19 年度の所得税から個人住民税への税源移譲を受け、徴

収対策が喫緊の課題であるとして、これまで取り組んできた。

税源移譲の後は、特別徴収制度の実施割合を段階的に進めるための方

策に取り組んでいる。

(1) 個人住民税特別徴収の周知徹底

特別徴収制度の普及啓発及び特別徴収（給与天引き）を推進する

ため、平成 20 年度の後半から 22 年度までの約３年間、関係団体や
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県民等の理解と協力が得られるよう、県と市町村と協働して、周知、

広報活動を行った。

・各種団体広報誌等への記事掲載

・市町村広報誌での制度の周知

・県内税理士会支部長への依頼

・税理士会会報誌への記事掲載

・年末調整説明会場での制度の周知 など

(2) 個人住民税特別徴収義務者の指定の取組

県内全市町村が、一定の要件を満たす普通徴収の事業所を対象と

した特別徴収義務者指定の取組（特別徴収税額通知書の送付（いわ

ゆる「強制指定通知」））について合意（平成 23 年度課税分より指

定）した。以降、県内全市町村が毎年度、対象事業所を順次拡大す

る共通の取組基準を定め、特徴制度の実施拡大を推進している。

５ 課題

県内全市町村で特別徴収切替えの取組をする方針で臨むことは合意さ

れているが、具体的な実施段階になると、各市町村の個別の事情等でこ

れまで十分な取組ができていない。特別徴収税額通知書を送付していな

い市町村の中には、他の市町村に比べて事業所数が多い市町村もあり、

特別徴収実施割合が伸び悩んでいる要因になっている。

これまでの取組について一定の成果はあったが、県内市町村の取組の

現状を踏まえ、県は、市町村が実施する特別徴収の取組に対し、より一

層積極的な支援をする必要がある。
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Ⅱ アクションプランの考え方

１ 目標の設定

岐阜県及び岐阜県内全市町村は、平成 27 年５月課税分から、

個人住民税特別徴収の完全実施1を目標として、特別徴収義務者指定に取り組む。

２ 目指すべき成果

○法令遵守の徹底

地方税法第 321 条の３の規定により、給与所得者の個人住民税は原

則として特別徴収の方法により徴収することとされている。しかし、

給与支払者（事業所）は特別徴収義務者として包括的に指定されてい

るにもかかわらず、これまで事実上は普通徴収の方法で行われてきた

経緯があり、これが未納につながっている事例も見受けられる。今後

は法令遵守の徹底を図り、等しく同じ徴収方法の適用を図る必要があ

る。

○税収の確保

地方団体の厳しい財政事情において、個人住民税の特別徴収を推進

することにより、100％に近い収入率が確保されることが期待される。

これは安定的な税収を確保することに資するとともに、納付忘れなど

を理由とした滞納予防の効果がある。

○納税者の利便性

特別徴収を行うことにより個人住民税が毎月の給与から徴収される

ので普通徴収で納税者本人が納める場合に比べて納め忘れがないうえ、

納期のたびに従業員一人ひとりが金融機関へ納税に出向く手間を省く

ことができる。また、普通徴収の納期が原則として年４回であるのに

対し特別徴収は年 12 回なので、従業員（納税義務者）の１回あたりの

負担を減らすことができる。

＜安定的な税収確保＞（滞納予防の効果）が期待

特別徴収の徴収率はほぼ 100％であることから、平成 25 年度の特別徴収実施割

合 70.08％が 75.00％になったものと仮定すると、増収が見込まれる金額（試算し

1
完全実施とは、県内の全ての所在事業所に対して、所得税の源泉徴収義務者である者を特別徴収義務者として

指定するもの。
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た理論値）は、個人住民税ベースで約 3.60 億円（内訳：個人の市町村民税 2.16

億円、個人県民税 1.44 億円）。

同じく、80.00％になったものと仮定すると、増収が見込まれる金額（試算した

理論値）は、個人住民税ベースで約 7.25 億円（内訳：個人の市町村民税 4.35 億

円、個人県民税 2.90 億円）。

３ 推進体制

地方税法第４１条及び岐阜県税条例第２６条の規定により、個人県民

税は個人の市町村民税と併せて賦課徴収することを定めているため、個

人住民税特別徴収の実施主体は市町村となっている。

地方団体が自ら賦課した税の取りこぼしが一切許されないなかで効率

的な徴収を行っていくためには、特別徴収への切り替え推進について県

と市町村とのより緊密な連携が必要であり、県と県内全市町村から構成

される「ぎふ税収確保対策協議会」を母体として、各種取組を積極的に

推進していく。

４ 役割分担

実施主体の市町村は事業所への直接的な働

きかけを担当し、県は特別徴収制度の普及・

広報、税理士会等への働きかけを担当する。

また、県の現地機関である県税事務所は、市

町村が行う事業所への直接の働きかけを支援

する。
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【平成 27 年度特別徴収義務者指定にかかるスケジュール】
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Ⅲ アクションプラン（概要）

１ アクションプランの成果目標

県内 42 市町村は、平成 27 年５月課税分から、地方税法第 321 条の４

に規定する特別徴収税額の納入通知を行うが、本アクションプランにお

いては、その達成すべき成果目標として、次の項目について年次別に具

体的な指標を設定する。

(1) 県内市町村の特別徴収実施割合

【特別徴収にかかる納税義務者数

／市町村民税の納税義務者数（給与所得者）】

年度 H23 H24 H25 H26 H27

特別徴収実施割合（％） 70.39 70.58 70.08 73.00 75.00

※H22～H25 は実績値

※４月１日現在離職中の人は対象外となるなど、全ての給与所得者が特別徴収

の対象とはならないので実施率は 100％にならない。

(2) 県内市町村の市町村民税の現年度分の徴収率

年度 H23 H24 H25 H26 H27

現年度分の徴収率（％） 98.0 98.0 98.1 98.2 98.3

※H23 及び H24 は実績値

２ アクションプランの具体的対策

成果目標を達成するため、個別の取組ごとに具体的な行動目標を設定し、

効果的かつ効率的な対策を実施する。

(1) 広報活動

個人住民税特別徴収について県民及び県内事業所への周知を図るた

め、対象事務所への訪問、対象事務所への文書送付、税理士への働き

かけ等を実施。

① 普及啓発用チラシ、リーフレットの作成 【県、市町村】

② 県、市町村ホームページへの掲載 【県、市町村】

③ 市町村広報誌への掲載 【市町村】

④ 特別徴収未実施の事業所への周知活動 【県、市町村】

⑤ 指定予告書の送付 【市町村】



- 15 -

(2) 重点的な取組

特別徴収への切り替え促進のため、広く制度の進展を図る対策と取

組対象の狙いを絞って効果を挙げるようなメリハリをつけた対策とを

以下のように組み合わせ、全県での完全実施に向けた機運を盛り上げ

る。

① 事業所対応のＱ＆Ａの作成 【県】

② 特別徴収事務の手引きの作成 【県】

③ エルタックスによる電子申告（給与支払報告書提出）の推進

【県、市町村】

④ 官公庁の非常勤職員等の特別徴収の徹底 【県、市町村】

⑤ 特別徴収義務者指定促進のための講演会開催 【県】

⑥ 徴収部門との連携 【県、市町村】

⑦ 東海四県及び隣接県と連携した広域的な取組 【県】

３ アクションプランのフォローアップ

県と県内全市町村は、相互に連携しアクションプランの達成に向けて取

り組む。

県は、各市町村の特別徴収義務者指定の取組の全体的な進行管理を行い、

また、市町村からの意見、要望等を取りまとめ、アクションプランの着実

な実行に向けた環境整備を行う。

市町村は、毎年特別徴収義務者指定の実績を踏まえ設定目標のレビュー

を行うとともに県内市町村や圏域内モデル市町村の取組から改善点等を吸

収し、取組を深化させる。

(1) 進行管理

ぎふ税収確保対策協議会事務局（岐阜県総務部税務課）は、「個人住

民税の決算状況及び課税状況」により、毎年度当初課税ベースの課税状

況を確認し、特別徴収割合の前年度数値を検証する。

(2) ワーキンググループの継続設置

指定の取組を進めるなかで発生する各種課題を持ち寄り、検討、改

善の議論を深める。

(3) 情報提供と情報共有



- 16 -

先進自治体の取組に学び、東海四県並びに隣接県と連携を図る。

特別徴収義務者指定に向けて取り組んでいる市町村の取組事例を紹

介し、課題やベストプラクティスとなる取組成果を共有する。

(4) 指定に向けて作成したリストの共有

毎年度作成する指定対象事業者リスト及び特別徴収義務者リストを

共有して、他市町村で特別徴収義務者となっている事業所を優先的に

指定する環境を整備する。
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Ⅳ 参考資料

１ 個人住民税の特別徴収制度の概要について

(1) 個人住民税の特別徴収

個人住民税には、納税義務者が市町村に直接納付する「普通徴収」と、事業者（給与支

払者）が給与から天引きして従業員（納税義務者）に代わって市町村に納入する「特別徴

収」の２つの方法があり、いずれかの方法で納税する。

このうち、前年中に給与を受けた者で当該年度の初日（４月１日）に給与支払いを受けて

いる者の個人住民税は、事業者（給与支払者）が特別徴収する（地方税法（以下「法」とい

う。）321 の３①及び法 321 の４並びにこれらの規定を受けた各市町村の税条例）。具体的

には、事業者（給与支払者）が所得税の源泉徴収と同じように、個人住民税の納税義務

者である給与所得者（従業員）に代わって、毎月従業員に支払われる給与から個人住民

税（個人市町村民税＋個人県民税）を徴収（天引き）し、納入する（法 321 の５）。

(2) 個人住民税特別徴収の対象事業者及び指定

４月１日に給与を支払う事業者（給与支払者）であって、所得税の源泉徴収を行う（所

得税法 183）事業者は、市町村の条例で特別徴収義務者として指定される。同一の納税

義務者に対して給与の支払をする者が２以上あるときは、条例によってこれらの全部又は

一部を指定しなければならない（法 321 の４④）。

(3) 給与所得に係る特別徴収額

１ 納税義務者の前年中の給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額を特別徴収

の方法によって徴収する（法 321 の３①）。市町村管内に給与所得者の数が少ないなど

の特別の事情があれば特別徴収によらないことができる（法 321 の３①）。

給与所得者に給与所得及び公的年金所得以外の所得がある場合においては、給与

所得者が給与所得以外の所得にかかる所得割額を普通徴収の方法によって徴収され

たい旨を申告書に記載したときを除き、特別徴収される給与所得及び公的年金所得以

外の所得に係る所得割額を特別徴収される給与所得に係る所得割額及び均等割額の

合算額に加算して特別徴収により徴収する（法 321 の３②ただし書き）。また、特別徴収

の方法により徴収することとなった後に、給与所得以外の所得に係る所得割額を特別

徴収によって徴収することが適当でないと認められる特別の事情が生じたことにより、給

与所得者から普通徴収の申出があってその事情がやむを得ないと認めるときは普通徴

収となる（法 321 の３③）。

２ 給与所得者が退職等により特別徴収の方法で徴収されないこととなった場合、普通徴

収となる（法 321 の７①）。



- 18 -

(4) 特別徴収税額の通知

特別徴収義務者に市町村民税を特別徴収させる場合には、市町村長は毎年５月３１日

までに、「特別徴収税額通知書」によって特別徴収税額を特別徴収の方法によって徴収す

る旨を、特別徴収義務者と特別徴収義務者を経由して納税義務者に通知しなければなら

ない（法 321 の４①）。

給与支払者は、通知書に記載された給与所得者から、通知に基づく税額を毎月給与の

支払の際に徴収する義務が確定する。

(5) 給与所得者に係る特別徴収税額の徴収等

特別徴収義務者は、給与所得に係る特別徴収税額の通知を受け取った場合には、その

１２分の１の額を６月から翌年５月までの間、それぞれ給与の支払をする際毎月徴収し、

翌年の１０日までに納入する義務を負う（法 321 の５①）。

特別徴収税額が均等割額に相当する金額以下である場合最初に徴収する月に全額徴

収し納入する（法 321 の５①）。

(6) 納期の特例

特別徴収義務者の事業所等で、給与の支払を受ける者が常時１０人未満である場合

には、市町村長の承認を受けて、特別徴収税額の通常の納入に代えて年２回の納入とす

る納期の特例制度がある。

(7) 納入義務の免除

給与所得者が退職その他の事由により給与の支払を受けないこととなった場合は、特

別徴収義務者は、事由が発生した月の翌月以降の月割額を納入する義務を負わない（法

321 の５②）。

ただし、本人からの申出や退職手当等からの一括徴収等により特別徴収となる場合が

ある。

(8) 給与支払者に異動があった場合の特別徴収の継続

４月２日から翌年の４月３０日までの間において、給与所得者の異動が生じた場合にお

いて、その給与所得者が新たな給与の支払者を通じて、従前の給与の支払を受けなくな

った日の属する月の翌月の１０日（支払を受けなくなった日が翌年の４月中である場合は、

同月３０日）までに特別徴収の方法で引き続き徴収されたい旨の申出があれば特別徴収

が継続する（ただし、翌年の４月中の申出の場合において特別徴収の方法によって徴収

することが困難であると市町村長が認めるときは、特別徴収の方法によらなくても良い）
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（法 321 の４⑤）。

(9) 特別徴収に係る異動届

特別徴収義務者は、給与の支払を受けなくなった給与所得者について、退職等により給

与の支払を受けなくなった日の属する月の翌月１０日（４月２日から５月３１日までの間で

ある場合は、特別徴収税額が通知された月の翌月１０日）までに、「特別徴収に係る給与

所得者異動届出書」を届け出なければならない（法 321 の５③）。
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２ 普及啓発資料

・事業者用啓発チラシ
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・指定のお知らせ
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・指定予告
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・特別徴収への切り替え啓発チラシ
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・事業者用 Q＆A
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・事業主の皆さまへ
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・ぎふ税収確保対策協議会規約
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３ 各種統計
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【平成２１年度～平成２５年度 給与所得者のうち特別徴収の納税義務者数の推移】


